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T Vカメラ調査は，検査員がカメラ映像を目視で

確認し，管内面の状況を評価する手法である（図－2）．

このため，管内の状況を直接的に把握することがで

き，幅の大きなクラックの存在等を発見できるが，

管の厚みの変化や管外面の状況を評価することは困

難である．また，人間の目で評価を行うため，評価

結果は検査員の経験に左右され，客観的な評価を行

うことも困難である．適切な維持管理を行うために

は管路の状態を適確に判断することが重要であり，

現状における目視検査では限界がある．

このような調査の現状から，より定量的に管の劣

化状態を把握する手法が望まれている．

１．はじめに

近代下水道がわが国に導入されてから1 0 0年以上

が経過し，総敷設延長は全国で3 7万k m以上に上る１）．

下水管路は社会基盤を形成する構造物の一翼を担っ

ており，その適切な維持・管理を行うことは極めて

重要である．下水道管路施設の老朽化は，埋設条件

下における外力の作用により破損等の原因となり，

道路の陥没２）を引き起こすなど（図－1），深刻な

社会問題となる可能性を秘めている．

下水管路，特に人が管路内に入って直接作業がで

きない中小口径（直径8 0 0 m m以下）の管路では，

主にT Vカメラを用いた調査が行われており，その

調査結果に基づき管路更生の必要性の有無の判断や

工法選定を行っているのが現状である．

衝撃弾性波法による管路調査・診断システムの開発
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図―１　道路の陥没事例１）

図―２　管内映像
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このため，受振点にて得られる波形には管全体の

情報が反映されることになる．

実際に健全管とクラック管にて計測した結果を

図－５に示す．なおクラック管はJ I S 5 3 7 2に準拠し

た載荷試験により軸方向にクラックを導入したもの

である．載荷試験により得られた荷重－変位曲線を

図－６に示す．

健全管に対してクラック管では低周波成分の割合

が増加しており，明らかに異なった様相を呈するこ

とがわかる．

３．劣化程度の数値化

本手法では，周波数分布を数値化し，剛性の低下

との関係を定式化するという試みを行った．

図－7に自立指数推定の考え方を示す．自立指数と

は，本システムにおいて管の剛性の程度を示す値と

して定義しており，新管（健全）の状態を1 0 0，破

壊に至った状態を0とするものである．

衝撃弾性波法で得られる周波数分布は，管の剛性

と密接に関係することから，管の剛性の低下を管の

自立指数の低下とみなし，得られた周波数分布によ

り自立指数を推定するものである．管の剛性として，

荷重－変位曲線の傾き（図－６参照）を用いること

とする．管の初期勾配を剛性1とした場合に対する

各載荷ステップの傾きの割合を「剛性低下率」とし

そこで，コンクリート構造物に対して有効かつ適

用の可能性が高い衝撃弾性波法３）に着目し，調

査・診断システムの開発を行った．本稿では，衝撃

弾性波法の原理と本システムの特徴および実管路へ

の適用事例について概説する．

２．衝撃弾性波法の原理

衝撃弾性波法とは，管に軽い衝撃を与えることに

より対象物体を振動させ，その振動を計測・解析

する非破壊検査手法である．土木分野ではこの手法

がP Cグラウトの充填度評価４），構造物の寸法（板

厚）計測５）など多岐にわたり用いられている．こ

れは，入力する弾性波の周波数帯域が低い（数

1 0 k H z程度）ため，コンクリート等の内部での減衰

が小さく弾性波が伝播しやすいことなどによる．

計測概略を図－3に示す．

ここで紹介する衝撃弾性波法は，得られた波形か

ら計算された周波数分布を用いて評価を行うもので

ある．図－3に示したように管に衝撃を与えると，

図－4に示すように管全体が振動する挙動を示す．

図―３　計測概略図

図―４　管の振動挙動（F E M解析結果）

図―５　周波数分布

健全管 クラック管

図―６　荷重―変位曲線
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G＝2 . 8 6 X―6 0 . 1 6・・・（１）

ここに，G：自立指数，X：高周波成分比（%）で

ある．この式を自立指数算定式とする．

したがって，高周波成分比が把握できれば，管

の自立指数を算出することができる．

４．管路調査・診断システムの特徴

衝撃弾性波法管路調査・診断システムの特徴を以

下に示す．

①非開削・非破壊で検査ができる．

㈪ロボットによる調査のためスピーディかつ定量的

な診断が可能

㈫物理現象に立脚した判定手法のため，人為的ばら

つきの影響を受け難い．

㈬付着物に隠れたクラックも検出可能

本システムの対象管種は鉄筋コンクリート管およ

び陶管である．また対象となる管口径は，φ2 0 0 m m

～7 0 0 m mである．

５．検査ロボットの特徴

検査に用いるロボットは，2機種ラインアップさ

れている．以下にロボットの概略を示す．

①牽引型検査ロボット

衝撃弾性波検査用のロボットが自走式のテレビカ

メラ機に牽引され走行するタイプである．有線式で，

陸上に設置したコントローラにて操作を行うもので

ある．図－1 0に検査ロボットを示す．

ロボットの機能は，衝撃弾性波検査が行える打

撃・受振ユニットで構成されている．また打撃部と

受振部の側にC C Dカメラを配置し，計測状況をモ

ニタできる機能を有する．

マンホール内に設置する際には，中央部（打撃ユ

ニットと受振ユニットの連結部）を折り曲げて設置

て定義する．

また，周波数分布の特徴を数値化するために，

図－8のような処理を行っている．このようにして

求められた面積比を「高周波成分比」と定義する．

上記のようにして求められた管の剛性低下率と高周

波成分比の関係を図－9に示す．

図－9からわかるように，剛性低下率（S）と高

周波成分比（X）の間にはほぼ直線的な関係がある

ことがわかる．

この図において，高周波成分比5 6 %の場合（載荷前）

を自立指数1 0 0，高周波成分比2 1 %の場合（破壊後）

を自立指数0として，自立指数と高周波成分比の関

係を導く．

図―７　自立指数推定の考え方

図―８　周波数分布の数値化

図―９　剛性低下率と高周波成分比との関係
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できるよう設計されている．

㈪複合型検査ロボット

複合型検査ロボットは，自走式でテレビカメラ機

能を搭載した衝撃弾性波検査用のロボットである．

有線式で，陸上に設置したコントローラで操作を行

う．

図－1 1に複合型検査ロボットの概略図を示す．

計測時には，図－1 1に示したようにパンタグラフ形

式にて打撃・受振テーブルが上昇する．テーブルは

電動スライド機能により計測間隔が任意の長さ

（450mm～1500mm）に調整可能である．

なお本ロボットは2 0 0 5年に開催された「愛・地

球博」に「Dr. Impact」という名称で展示され，実

演が行われた．実演状況等は7．にて紹介する．

６．現場での作業状況

現場では，ロボットを人孔から投入し，管内を走

行・調査させる．ロボットの人孔内投入状況を図－

1 2に示す．

図―10 牽引型検査ロボット 図―11 複合型検査ロボット

図―12 ロボット設置状況
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ークを持つ形状である．これに対して管軸方向にク

ラックが生じている場合では，２～３k H zの領域に

主な成分が分布している．これら周波数分布形状の

傾向を数値で表現するため，5．で検討したように

周波数分布の面積比（高周波成分比）を用いて定量

化を行った．なおロボットで計測を行った結果，周

波数成分はそのほとんどが7 k H z以下に成分を有す

る傾向を示すことが明らかとなっているため，ここ

では周波数区分として上限の周波数を7 k H zとし，

高周波成分と低周波成分の境界を3 k H zとして高周

波成分比を算出した．

上記のようにして求められた高周波成分比は，変

状なし：74.6%，軸クラック有り：41.6%となる．

高周波成分比から式（1）を用いてクラック管の

自立指数を算出すると，5 8 . 8となる．

この管体は健全の管体に比べて６割弱の剛性しか

保有していないと考えられ，何らかの対策が必要と

考えられる．

対策としての改築や修繕は，基本的にスパン単位

で考え，劣化の度合いや敷設年度および経済性など

を勘案して決定される６）．

管路の更生工法として，例えば図－1 7に示すよう

なオメガライナー工法（小口径管路），図－1 8に示

また，調査を行う場合には，地上から計測作業を

行う．現場での調査イメージを図－1 3に示す．

計測されたデータは，図－1 4のような形式にてパ

ソコン上に表示される．データの解析は，株式会社

リハビリ・リサーチ・ラボラトリー（筆者の一人で

ある鎌田が代表取締役社長を務める．）にて行って

いる．

７．現場計測データ

ここでは，実管路において衝撃弾性波検査を行っ

た結果の一例を紹介する．対象とした管路は，管口

径：2 5 0 m m，管種：B型１種鉄筋コンクリート管，

スパン延長（人孔間距離）：23.20mである．

なお調査にあたっては，衝撃弾性波検査法と同時

にT Vカメラでの目視調査も行った．

対象管路にて得られた結果を図－1 5および図－1 6

に示す．図には，写真位置に対応する衝撃弾性波検査

により得られた周波数分布をそれぞれ示している．

これらの図から，変状がない場合（健全と考えら

れるもの）の周波数分布は，５～６k H zの領域にピ

図―13 現場計測のイメージ

図―14 計測画面の一例 図―15 健全管の写真および周波数分布

図―16 軸クラック管の写真および周波数分布
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下水道は，道路・鉄道等その他インフラと同じく

重要な社会基盤施設であるが，地中に埋設されてい

る性質上，一般的な興味を引くことが少なく，とも

すればライフライン施設としての認識が低い場合も

すようなS P R工法（中・大口径管路）などが既に開

発され，日本各地の下水道管路に対して施工が実施

されている．

現在，衝撃弾性波検査法にて得られる自立指数

を更生工法の設計に使用すべく，更なる研究を進め

ている．

８．おわりに

基礎研究・適用研究に加えて，技術の普及および

維持管理技術の高度化を推進させる目的で，各地で

展示や実演も行っている．その代表事例として，

「愛・地球博」の「プロタイプロボット展」に出展

した状況を図－1 9に示す．

愛・地球博では，子供から大人さらには海外から

の参加者にいたるまで，多くの方々に興味を持って

いただくことができ，成功裡に終わった．

図―17 オメガライナー工法

図―18 S P R工法

図―19 愛・地球博での実演実況
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ある．

本稿が下水道施設における維持管理の重要性に対

する意識向上に役立てば幸いである．
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